
 

 

１ 趣旨 

  高齢化が進展する中で、駅から離れた住宅地や駅徒歩圏内でも山坂の多い地区では、高

齢者の移動にかかる制約の増加や、外出ニーズの多様化などにより、地域交通手段の確保

が重要な課題となっています。 

また、地域交通サポート事業により開設された路線の中には、廃止や減便の検討に至る

ものが生じており、小規模な需要に対応する地域交通を地域・事業者だけで自立運行する

ことが困難になってきています。 

そこで、地域交通サポート事業における支援の拡充について検討していますので、その

内容を報告します。 

 

２ 事業の概要 

（１）基本理念 

地域交通サポート事業は、地域・運行事業者・行政の連携・協働のもと、次に掲げる３

つの基本理念で取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）現在の支援内容 

地域の主体的な取組が円滑に進むよう、横浜市地域まちづくり推進条例に基づくグルー

プ登録を行った団体に対して、次の支援を行っています。 

  ア 検討段階 

交通問題解決に向けた検討やアンケート調査実施などの活動に必要な経費の一部

助成やコーディネーターの派遣等（最大 30 万円/年） 

  イ 実証運行段階 

実証運行期間中の運賃収入等と運行経費の差額の補てん 

（最大 500 万円、運行期間：最長１年間） 

  また、グループ登録前にも取り組めるよう、地域の意向を調べるためのサンプリング 

調査や本格運行に至った地区のバス体験乗車やその地区との交流会の実施などを支援し 

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）これまでの実績 

平成 19 年の事業開始以来、これまでに延べ 30 地区で取り組み、バス路線の新設や再編、

ワゴン型車両の運行など、現在 13 地区で本格運行を実施、２地区で実証運行を行ってい

ます。また、６地区で実証運行に向けた検討を進めています。 

 

３ 現状の課題 

（１）ワゴン型車両運行地区での採算性確保 

これまでに２地区でワゴン型車両による

運行を実施していますが、運行事業者の負

担する経費に対して、利用者による運賃収

入が少なく、採算性が見込みにくい状況と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）相談地区の傾向の変化 

  以下のような採算の見込みにくい地区からの相談が増加しています。 

  ・道路が狭あいで小型バスでも通行困難 

  ・比較的駅に近いが、地形が急峻なために、高齢者には移動困難 

  ・通院・買い物等、ニーズが小規模 
 
  上記のニーズの変化を受け、道路局では平成 28 年度以降、公共交通を補完する移動手段の確保に 

向けた取組として、ボランティアバスの実証運行を地域と協働して実施しています。 

＜概要と課題＞ 

・地域組織が自家用車（ワゴン型車両）を用いて、ボランティアの運転手により運行・運営を行う実証運行

を２地区（緑区山下地区、都筑区都田･池辺地区）で実施中。 

   ・道路運送法上、許可・登録を要しない輸送（白ナンバー）を行う場合、燃料費等の実費は利用者から 

徴収可能。しかし、それ以外の費用は徴収不可のため、地域で賄うことが必要となるが、車両代や 

保険代は地域で賄うには負担が大きいことが明らかになってきている。 
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写真１ ワゴン型路線の車両 

（旭区「四季めぐり号」10 月廃止） 

① 安全・安心な運行 

国から乗合バス事業の許可を得ている事業者(緑ナンバー）による運行を基本とする。 

② 地域の盛り上がり 

地域の交通手段を地域の力で実現していくという意識を醸成していくことによって、多くの方が利用し

将来にわたって安定した経営を目指す。 

③ 財政支援に頼らない自立した運行 

行政からの財政支援は実証運行時までとし、運行経費は運賃等でまかなうことを前提とする。 

写真２ 実証運行中のボランティアバス 

（都田･池辺地区：８人乗りミニバン） 

裏面あり 

 
＜地域＞ 

検討主体 

アンケートの印刷、配布・回収 
ルート・バス停位置等の検討 

地域内の合意形成 等 

＜横浜市＞ 
検討の支援、資料提供 

アンケート案の提案、分析 

ルート・バス停位置等のアドバイス 
など 

＜交通事業者＞ 
ルート、バス停等の提案 

事業採算性の検証 

実証運行・本格運行 
の実施 

活動経費の助成 

コーディネーターの派遣 

実証運行時の補助 

 

図１ 地域交通サポート事業の取組イメージ 

図２ ワゴン型路線の運行経費イメージ 

（事業者ヒアリングを基に道路局で作成） 

図３ ボランティアバスの運行・運営の経費内訳イメージ（単位:円 年あたり） 

【運営経費】        【運⾏経費】 

事務費 印刷費 
10 万 10 万 

⾞両 任意保険  燃料費 
修理費 30 万   40 万 
10 万 

⾞両代 
120 万 



４ 拡充内容の検討状況 

  ３の課題に対応し、地域主体の取組への支援を充実させるため、支援内容の拡充を検

討しています（下図赤文字で記載）。 

（１）ワゴン型車両運行地区（交通事業者：緑ナンバー）への支援 

ワゴン型車両による運行地区について、事業者が取り組みやすい環境を整えるため、本

格運行段階における初期投資費用（車両代相当、保険代等）を支援。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）交通事業者以外（白ナンバー）による取組への支援 

ア ボランティアバスへの支援 

地域共助による移動手段確保の取組「ボランティアバス」について、地域が取り組

みやすい環境を整えるため、初期投資費用（車両代相当、保険代等）を支援。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 民間送迎バスへの支援 

民間送迎バスを地域の移動手段として活用する取組について、商業施設等との連

携の検討を進める（ドライブレコーダーや保険代など、安全面に対する費用への支

援）。 

 

 

５ 今後の進め方 

  本委員会でいただいたご意見を踏まえ、今後も引き続き検討を進めます。 

 

 

 

 

 
＜地域＞ 

検討主体 
アンケートの印刷、配布・回収 

ルート・バス停位置等の検討 

地域内の合意形成 等 

＜横浜市＞ 
検討の支援、資料提供 

アンケート案の提案、分析 
ルート・バス停位置等のアドバイス 

など 

＜交通事業者＞ 
ルート、バス停等の提案 

事業採算性の検証 

実証運行・本格運行 
の実施 

活動経費の助成 

コーディネーター派遣 
 

実証運行時の補助 

本格運行時の補助 

（ワゴン型運行地区での車両代相当、保険代等） 
 

図４ 交通事業者（緑ナンバー）による運行の取組イメージ 

図５ ボランティアバスの取組イメージ 

 

＜地域＞ 
検討主体 

アンケートの印刷、配布・回収 

ルート・バス停位置等の検討 

地域内の合意形成 
ボランティアバスの運営・運行 

車両の維持管理 等 

＜横浜市＞ 
検討の支援、資料提供 

アンケート案の提案、分析 

ルート・バス停位置等のアドバイス 

近隣交通事業者との調整 
など 

活動経費の助成 

実証運行時の補助 

本格運行時の補助 

（車両代相当・保険代等） 

 

取  組  内  容  地区数  

１－○  新たなバス路線導入  ８地区  

２－○  既存バス路線の増便等改善  ７地区  

３－○  新たなワゴン型車両導入 ４地区  

４－○  地域の共助による交通手段  ２地区  

＜参考＞地域交通サポート事業 取組状況一覧図 

：本格運行中の地区（13 地区）  

：実証運行中の地区（２地区）  

：実証運行に向けた取組を  

 実施している地区（６地区）  

2-2 玉川学園台地区 

2-1 上矢部地区 

3-1 小雀地区 

1-1 日野ヶ丘地区 

1-2 六浦地区 

3-2 四季美台・ 
今川町地区 

2-3 青砥・北八朔地区 

1-3 片吹地区 

2-4 磯子台団地地区 

2-5 下和泉地区 

1-4 釜利谷地区 

1-5 武蔵中山台地区 

3-3 清水ケ丘地区 

1-6 東朝比奈地区 2-6 高舟台地区 

1-7 境木地区 

4-1 山下地区 

4-2 都田･池辺地区 

1-8 新橋地区 

2-7 山王台・レインボー地区 

3-4 上大岡東地区 


